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２０５０年カーボンニュートラルに向けた動き

■ 内閣総理大臣所信表明演説（令和２年10月26日）
2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち2050年カーボンニュートラル、
脱炭素社会の実現を目指す。

■ 内閣総理大臣施政方針演説（令和３年１月18日）
2050年カーボンニュートラルを宣言しました。もはや環境対策は経済の制約ではなく、社会経済を大
きく変革し、投資を促し、生産 性を向上させ、産業構造の大転換と力強い成長を生み出す、その鍵と
なるもの。

ＣＯＰ２６までに、意欲的な２０３０年目標を表明し、各国との連携を深めながら、世界の脱炭素化を前
進させます。

■ 日米首脳共同声明（令和３年４月16日）
日米両国は、双方が世界の気温上昇を摂氏１．５度までに制限する努力及び２０５０年温室効果ガス
排出実質ゼロ目標と整合的 な形で、２０３０年までに確固たる気候行動を取ることにコミット した。

■ 地球温暖化対策推進本部（令和３年４月22日）
2050年目標と整合的で、野心的な目標として、2030年度に、温室効果ガスを2013年度から46％
削減することを目指します。 さらに、50％の高みに向けて、挑戦を続けてまいります。このあと、
気候サミットにおいて、国際社会へも表明をいたします。
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国際サプライチェーンの拠点・エネルギー拠点となる港湾

⽕⼒発電所製油所 ⽯油化学コンビナート

【出典】数字で見る港湾2020

製油所、発電所、製鉄所、化学工業は主に港湾・臨海部に立地

製鉄所
※⾼炉を所有する製鉄所のみ記載

CO2排出量の約6割

を占める産業の多く
は、港湾・臨海部に
立地

CO2排出量（2019年確報値）

製油所・
発電所等
4.3億トン
（39.0%）

鉄鋼
1.3億トン
（12.1%）

化学⼯業
(⽯油⽯炭製品を含む)
0.6億トン（5.0%）

その他
4.9億トン
（43.8%）

【出典】国立環境研究所HP資料より、港湾局作成

計11.1億トン

航空
0.4％

総貿易量
約12億

トン

出典：港湾統計（2018年）
貿易統計（2018年）

総貿易量

海上
99.6％

日本の総貿易量
の99.6%は港湾
を経由

うち、事業用発電は約4.0億トン
【内訳（港湾局推計）】

石炭 約2.3億トン
ＬＮＧ 約1.4億トン
石油等 約0.3億トン
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カーボンニュートラルポート（CNP）の形成イメージ

①水素・燃料アンモニア等の大量・安定・安価な輸入や貯蔵等を可能とする受入環境の整備や、
②脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化等を通じ、カーボンニュートラルポートの形成を推進する。
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【参考】 船舶への陸上電力供給、自立型大型水素等電源の導入

現状

港湾から排出される温室効果ガスの約４割は、停泊中の
船舶内における発電機使用によるもの

（出典）日本海事広報協会

ディーゼル発電機で
船内電源を確保

停泊中船舶 荷役機械

管理棟 リーファー
コンテナ

ゲート待ち
渋滞

港内輸送

背後圏
輸送

N2O

埋め立て
（メタン）

2009年度における港湾からの温室効果ガス排出割合の試算
（2010港湾局調査）

将来

さらに、ターミナル内外のカーボンニュートラル化

船舶へ陸上
電⼒供給

荷役機械等
へ電⼒供給

冷蔵倉庫等
へ電⼒供給

自立型大型水素等電源

災害時の非常用電源
としても活用

（出典）TERASAKI陸上電力供給システムカタログ

背後圏
輸送
47%

N2O
0%

埋め立て
（メタン）

8%

港内輸送
0%

停泊中船舶
38%

管理棟
2%

荷役機械
3%

ゲート待ち
渋滞
1%

リーファー
コンテナ

1%

陸上電力供給による船舶アイドリングストップ

（出典：自立型水素等電源イメージ写真）パナソニック
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【参考】 港湾荷役機械等への水素燃料電池導入に向けた取組

 豊田通商がNEDOの調査事業として、ロサンゼルス港におい
てトップハンドラーのFC化実証を実施中（2020.9～2022.3予定）

 三井E&Sマシナリーが2022年にRTGのFC化の工場内試験を
完了予定

FCトップハンドラー

（出典）ロサンゼルス港湾公社HP

FC荷役機械 FCトラック

 FC大型トラックはトヨタと日野が共同で開発
 アサヒグループ・NLJ（NEXT Logistics Japan）、西濃運輸、

ヤマト運輸、トヨタの5社が、2022年春頃から各社の物流業
務で使用しながら走行実証を開始予定

（出典）トヨタ自動車HP

コンテナ用FCトラクターヘッド

（出典）ロサンゼルス港湾公社HP

T680
（出典）トヨタ自動車HP

ウノ

【CT外用】

 トヨタモーターノースアメ
リカは、 ロサンゼルス港

において、燃料電池搭載
のコンテナ用トラクター
ヘッド（T680）（CT外用）を
2020年12月に2台納入。
2021年に8台を納入予定

【CT内用】
 2019年11月、トヨタ

モーターノースアメリカ
は、ロサンゼルス港に
おいて、燃料電池搭
載のコンテナ用トラク
ターヘッド（CT内用）、
「ウノ」を発表

現行ハイブリッド型トランステーナ

（出典）三井E&SマシナリーHP
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カーボンニュートラルポート（CNP）形成に向けた施策の方向性
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カーボンニュートラルポート（CNP）検討会（令和３年1月～３月開催）

港湾 構成員等

小名浜港

【民間事業者 25者】 IHI,いわき小名浜ｺﾝﾃﾅｻｰﾋﾞｽ,磐城通運,岩谷産業,小名浜海陸運送,小名浜製錬,小名浜石油,
小名浜東港ﾊﾞﾙｸﾀｰﾐﾅﾙ,小名浜埠頭,ｸﾚﾊ,堺化学工業,ｻﾐｯﾄ小名浜ｴｽﾊﾟﾜｰ,三洋海運,JERA,常磐共同火力,常和運送,
東電ﾌｭｴﾙ,東邦亜鉛,常磐港運,ﾄﾖﾀ自動車,根本通商,福島臨海鉄道,三菱ｹﾐｶﾙ,三菱重工業,三菱商事

【行政機関】 東北地方整備局､福島県､いわき市､福島復興局 等
【関係団体】 NEDO,いわき商工会議所,いわきﾊﾞｯﾃﾘｰﾊﾞﾚｰ推進機構,産業技術総合研究所 福島再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ研究所,

福島県産業振興ｾﾝﾀｰ ｴﾈﾙｷﾞｰ･ｴｰｼﾞｪﾝｼｰふくしま,福島県生ｺﾝｸﾘｰﾄ工業組合

横浜港・
川崎港

【民間事業者 16者】 旭化成,岩谷産業,ENEOS,JFEｽﾁｰﾙ,JERA,昭和電工,住友商事,千代田化工建設,電源開発,東亜石油,
東京ｶﾞｽ,日本郵船,三井E&Sﾏｼﾅﾘｰ,ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ･ﾈｯﾄﾜｰｸ,横浜川崎国際港湾,横浜港埠頭

【行政機関】 関東地方整備局,横浜市,川崎市 等
【関係団体】 神奈川港運協会,神奈川倉庫協会
【有識者】 横浜国立大学大学院 教授 光島 重徳

新潟港

【民間事業者 19者】 IHI,青木環境事業,ENEOS,ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｳｴｰﾊｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ,ｻﾄｳ食品,石油資源開発(JAPEX),全農ｻｲﾛ,東北電力,
新潟国際貿易ﾀｰﾐﾅﾙ,新潟石油共同備蓄,日本ｴｱ･ﾘｷｰﾄﾞ,日本海曳船,日本海ｴﾙ･ｴﾇ･ｼﾞｰ,日本通運,富士運輸,
北越ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ ,北陸ｶﾞｽ,三菱ｶﾞｽ化学,ﾘﾝｺｰｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

【行政機関】 北陸地方整備局,新潟県,新潟市,聖籠町,
新潟ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ拠点化･水素利活用促進協議会事務局(関東経済産業局) 等

【関係団体】 新潟県ﾄﾗｯｸ協会,新潟県商工会議所連合会

名古屋港

【民間事業者 17者】 出光興産,岩谷産業,JERA,住友商事,中部電力,長州産業,東邦ｶﾞｽ,ﾄﾖﾀ自動車,豊田自動織機,豊田通商,
日本ｴｱ･ﾘｷｰﾄﾞ,日本製鉄,ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ,三井住友銀行,三菱ｹﾐｶﾙ,三菱UFJ銀行,名古屋四日市国際港湾

【行政機関】 中部地方整備局,愛知県､名古屋市､四日市市,名古屋港管理組合,四日市港管理組合 等
【関係団体】 中部経済連合会,東海倉庫協会,名古屋港運協会,名古屋商工会議所,愛知県ﾄﾗｯｸ協会

神戸港

【民間事業者 19者】 岩谷産業,大林組,川崎汽船,川崎重工業,関西電力,神戸製鋼所,ｼｪﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ,丸紅,三菱ﾊﾟﾜｰ,ENEOS,ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ,
上組,三菱ﾛｼﾞｽﾈｸｽﾄ,商船港運,三井E&Sﾏｼﾅﾘｰ,日本郵船,商船三井,井本商運,阪神国際港湾

【行政機関】 近畿地方整備局､神戸市 等
【関係団体】兵庫県倉庫協会,兵庫県冷蔵倉庫協会,兵庫県港運協会,神戸海運貨物取扱業組合,神戸旅客船協会,兵庫県ﾄﾗｯｸ協会
【学識経験者】 神戸大学大学院 教授 小池 淳司,ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ経営士 上村 多恵子

徳山
下松港

【民間事業者 4者】 出光興産,東ｿｰ,ﾄｸﾔﾏ,岩谷産業
【行政機関】 中国地方整備局,山口県,周南市 等
【関係団体】 中国地方港運協会,中国経済連合会
【学識経験者】 山口大学大学院 教授 榊原 弘之,山口大学大学院 教授 稲葉 和也 14



名古屋港カーボンニュートラルポート（CNP）検討会の概要

○ 国土交通省では、国際物流の結節点・産業拠点となる港湾において、水素、アンモニア等の次世代エネルギーの大量輸入や貯蔵、利
活用等を図るとともに、脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化等を通じて温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする「カーボン
ニュートラルポート（CNP）」の形成に取り組むこととしている。

○ 中部地方においては、港湾管理者や地元自治体、民間事業者等の参画を得て、名古屋港カーボンニュートラルポート（CNP）検討会を
立ち上げ、水素等の需要や利活用方策等について検討を実施。

○ 令和３年４月、検討会の結果として、「名古屋港におけるカーボンニュートラルポート形成に向けて」を公表。今後は、民間企業等と連携
しながら、関係者で検討を行い、2021 年からのアクションプランを作成していく。

■開催状況

第１回 令和３年 １月２７日

第２回 令和３年 ２月２４日

第３回 令和３年 ３月３０日

第４回 令和３年 ８月１８日

■構成員

出光興産株式会社 岩谷産業株式会社

オーシャンネットワークエクスプレスジャパン株式会社

川崎汽船株式会社 川崎重工業株式会社

ＪＦＥエンジニアリング株式会社 株式会社ＪＥＲＡ

株式会社商船三井 住友商事株式会社

中部電力株式会社 長州産業株式会社

千代田化工建設株式会社 東邦ガス株式会社

トヨタ自動車株式会社 株式会社豊田自動織機

豊田通商株式会社 日本エア・リキード合同会社

日本製鉄株式会社 日本郵船株式会社

パナソニック株式会社 株式会社日立製作所

株式会社三井Ｅ＆Ｓマシナリー 株式会社三井住友銀行

三菱ケミカル株式会社 株式会社三菱ＵＦＪ銀行

一般社団法人愛知県トラック協会

一般社団法人中部経済連合会 東海倉庫協会

名古屋海運協会 名古屋港運協会 名古屋商工会議所

名古屋四日市国際港湾株式会社

国土交通省中部地方整備局（※） 名古屋港管理組合（※）

■オブザーバー

国土交通省中部運輸局 愛知県 名古屋市

四日市市 四日市港管理組合

■検討結果（令和３年４月２日公表）

「名古屋港におけるカーボンニュートラルポート形成に向けて」より

※事務局
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名古屋港におけるCNP形成に向けた必要な基幹インフラと取組（イメージ）

名古屋港における水素需要ポテンシャル

・・・ 年間 ２３０万トン 程度
地理院地図（電⼦国⼟Web)https://maps.gsi.go.jp/より作成

水素の供給

製鉄所における水素利用

停泊中船舶への陸上電
力供給のCN化

CNP形成に向けた取組

必要な基幹インフラ

荷役機械等のFC化

パイプライン
（大規模な配送・

供給に対応）

集客施設等におけるCNエネルギー
（太陽光パネル等）の活用

発電所におけるゼロ
エミッション化

輸送車両（トラック等）のFC化

ヤード照明、
ターミナル管理

棟のCN化

水素等の受入・貯蔵・配送
拠点施設

出典： 国際エネルギー機関（ＩＥＡ）

水素ステーション

定置型燃料電池

ｸﾞﾘｰﾝ
水素

工場における水素利用
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①港湾物流の脱炭素化WG
・荷役機械のFC化
・輸送車両（トラック等）のFC化
・停泊中船舶への陸上電力供給

のCN化
・港湾インフラの建設・

維持管理等における
CN化

②次世代エネルギー利用転換WG
・発電所による利用
・製鉄所による利用
・工場における利用

名古屋港CNP検討会での検討内容の連動・連携イメージ

国内の2030年温室効果ガス46%減に貢献・2050年カーボンニュートラル達成
⇒SDGsの達成、港湾の国際競争力強化、国内産業立地競争力の強化 17

③次世代エネルギー供給
（サプライチェーン）WG

・次世代エネルギーの
受入・貯蔵・配送システム

次世代ｴﾈﾙｷﾞｰ受入施設、
次世代ｴﾈﾙｷﾞｰｽﾃｰｼｮﾝ、
ローリー車、貯蔵タンク等名古屋港

CNP検討会



以下、他地整管内の主な事例（イメージ）
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小名浜港ＣＮＰ形成のイメージ

○石炭火力発電におけるアンモニア混
焼など、大量の燃料アンモニア需要
に対応した大型船による大量一括輸
送を可能とする受入環境・液化水素
の受入環境のあり方

液化アンモニアガス運搬専⽤船の外観イメージ図

アンモニア投⼊⽅法

○物流拠点形成（石炭・アンモニア・水素等）
○大型船による複数港寄りなど他港との連携

出典：川崎重工(株)  HP

次世代エネルギー輸送船 次世代エネルギー輸⼊拠点

出典：HySTRA HP

○港湾物流の脱炭素化（トラック、荷役機械等）

（出典）トヨタ自動車HP（出典）常磐港運HP

横持ちダンプトラック FCコンテナ用トラクターヘッド 船舶への陸上電力供給

出典：IHI HP

出典：日本郵船 HP
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タンク

発電所

タンク

工場

自立型
電源

発電所

横浜港・川崎港ＣＮＰのイメージ

②臨海部の産業・運輸活動等の
エネルギー転換

①水素・燃料アンモニア等のサプライチェーンの構築
（水素・燃料アンモニア等の共同輸送等）

川崎港

水素パイプライン（延伸）

水素パイプライン（既設）

横浜港
自立型
電源

燃料電池船

倉庫

自立型
電源

発電所

倉庫

製油所

倉庫

自立型
電源

倉庫

工場

製油所

工場

倉庫

発電所

工場

◆既存タンクの転用
◆水素パイプラインの延伸

◆共同輸送・貯蔵等による取扱
規模の拡大

タンク

1

2

3

③省エネルギー・スマート化等の
エネルギー利用の効率化

◆火力発電所での水素・燃料アンモニア等の混焼
◆バイオマス燃料を利用したCO2削減
◆輸送機械等の燃料電池化
◆停泊船舶への電力供給 発電所

 

タンク

タンク

◆自立型水素等電源を活用したエネル
ギーマネジメントシステムの構築

◆液化水素の冷熱を冷蔵倉庫等で利用

自立型
電源

倉庫＋タンク

水素パイプライン（延伸）

タンク

タンク
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新潟港におけるCNP形成のイメージ

 新潟港（東港区）はエネルギー拠点であると共に、北陸地域最大級の物流拠点。

 新潟港（東港区）の港湾機能や企業集積のポテンシャルを活かし、脱炭素に向けたカーボンニュート
ラル拠点を形成。

港湾物流の低炭素化
コンテナターミナルの荷役機械、国際海上コンテナ輸送用トレー
ラー、貨物輸送用トラック等の燃料電池（FC）化、停泊船舶への
陸電供給、水素ステーションの整備により低炭素化を図る。

臨港鉄道を活用した低炭素化
コンテナターミナル近傍の臨港鉄道（オ
ン・ドック・レール構想）を活用したモーダ
ルシフトによる低炭素輸送の検討

水素受入施設

水
素
活
用

コンテナ
ターミナル

バルク
ターミナル

倉庫
工場

倉庫
工場

倉庫
工場

倉庫
工場

火力発電所

FCフォークリフト
（出典）TOYOTA L&F HP

FCトレーラー
（出典）ロサンゼルス港湾公社HPP

水素ステーション
（出典）豊通エア・リキードハイドロジェンエナジー

水素の輸入、既存ガスインフラの活用・水素発電及
び水素・化学原料製造
水素の輸入や既存ガスインフラ（LNG）火力の混焼、将来的な
水素発電。再エネ由来の水素製造や化学原料製造に活用。

バイオマス発電
（出典）イーレックス

再エネを利用した
水素製造施設

（出典）NEDO

水素輸送船
（出典：川崎重工）

水素ステーション

海外

海上コンテナの鉄道輸送

陸電装置（周波数・電圧変換）

21



神戸港におけるカーボンニュートラルポート形成イメージ

ローリー・パイプライン

次世代エネルギーの
輸送・備蓄・配給

コンテナ⽤トラクターヘッド
等への燃料電池導⼊

ガントリークレーン RTG ストラドルキャリア

冷蔵倉庫等

船舶への陸電供給

⽔素で⾛るトラック

CGS（⽔素発電）

荷役機械への燃料電池等の導⼊

六甲アイランド

臨海部の冷蔵倉庫等での
次世代エネルギー利活⽤

ポートアイランド

電気の供給
⽔素の供給

空調、照明設備の
次世代エネルギー
利活⽤の拡⼤

次世代エネルギー
による発電

係船時の陸上電⼒供給・
船舶のFC化等への対応

フォークリフト

照明

神⼾港へ輸送
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2050年に向けた徳山下松港の目指すべき目標

【目標】エネルギーミックス及びCCUSの取組推進によるカーボンニュートラルの実現

【目標】西日本エリアのエネルギー供給拠点港としての進化

新たなエネルギー供給拠点港 徳山下松港の目指すべき姿（イメージ）

工業エリア

工業エリア

ターミナル
エリア

都市エリア

エネルギー
取扱エリア エネルギー

取扱エリア

ターミナル
エリア

工業エリア

エネルギー
取扱エリア

ターミナルエリアでの取組

◆港湾荷役機械・車両等のxEVをはじめとした
電動化等や臨海部での陸電供給設備を備えた
水素ステーションの設置・供給用配管の整備

燃料電池
太陽光発電

水素製造装置 水素ｽﾃｰｼｮﾝ

再エネ、水素燃料等のグリーンエネルギーの供給

エネルギー取扱エリアでの取組

◆バイオマスの輸入拡大・調達の連携強化
※取扱拡大に向けた港湾施設利用計画の見直しや整備

◆大規模な水素・アンモニア輸送・貯蔵・供給及び
CO2回収・集積・輸送に係る取組
※LH2、NH3、MCHに対応した港湾整備
※CO2回収・集積・輸送に対応した港湾整備
※他港・他地区との連携に向けた検討
※西日本エリア供給に向けた検討

・背後施設も含めたエネルギー取扱施設の適地選定
・エネルギー調達連携港の設定

都市エリアでの取組

◆木質バイオマスの地産地消への促進

◆公共施設等へのグリーンエネルギーの利用拡大に向けた検討

◆水素を燃料とする内航船導入の検討

その他全体の取組

◆工業エリア、都市エリア、ターミナルエリアなどを接続する
水素パイプラインの構築や水素ステーションの設置箇所等の
検討

◆水素需給へのインセンティブ政策による水素利用拡大

◆燃料電池バス、タクシー等の普及による水素需要の拡大検討

水素・アンモニア

石炭

石炭

バイオマス燃料

バイオマス燃料

バイオマス燃料

水素・アンモニア

【エネルギー輸入拠点の形成】
◆諸外国からの石炭・バイオマス・液化水素・MCH・アンモニアの輸入拠点の形成

※他地区・他港との連携強化や港湾利用計画・整備の促進

【西日本エリアへのエネルギー供給】
◆石炭・バイオマス・液化水素・MCH・アンモニア

の西日本エリアへ供給

西日本エリアへのエネルギー移出

発電所

工場

発電所

工場

発電所

工場

臨海部工業地帯への木質バイオマス供給の促進

水素パイプライン
による供給網の構築

工業エリアでの取組

◆副生水素利用拡大（副生水素グリーン化）に向けた取組

◆使用燃料の石炭・バイオマス・水素・アンモニアのエネル
ギーミックスによるCO2排出削減に向けた取組

◆CO2循環に向けたCCUSやメタネーションへの取組

◆工場内車両のxEVをはじめとした電動化等

◆停泊中船舶の陸電供給によるCO2排出削減

水素・アンモニア石炭バイオマス燃料

自家発電所

工場内エネルギー

※本イメージは、西日本エリアのエネルギー供給拠点港としての港湾の機能強化やカーボンニュートラルポートの目指すべき取組の方向性を、現時点での知見で取りまとめたものであり、
今後、徳山下松港全体（光地区・下松地区・徳山地区・新南陽地区）を含めた検討、また他港の連携などの検討・取組により、見直しなどを図ることとしている。

（開発エリア）
新たなエネルギー資源取
扱に向けた開発の可能性

（開発エリア）
新たなエネルギー資源取
扱に向けた開発の可能性

◆CO2フリー都市・スマートシティ形成に向けた取組

水素を燃料とする
船舶の導入

水素ｽﾃｰｼｮﾝ

水素ｽﾃｰｼｮﾝ

水素ｽﾃｰｼｮﾝ

（写真出典）
・港湾荷役：トクヤマ海陸運送HP
・水素ステーション：岩谷産業HP
・燃料電池：周南市HP
・フォークリフト：周南市HP
・太陽光発電：周南市HP
・水素製造装置：長州産業HP

純水素
燃料電池

純水素
燃料電池

新南陽地区

徳山地区
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